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【概要】本稿では、中国における会社法適用上の問題点の内、株主の権利
を保護する救済措置としての株主の訴権を巡って、特に「会社法司法解釈
四
（１）
」の背景、内容等を中心に検討している。2005年『中国会社法』の改正
時に、立法については充分検討を行っているが、諸外国における制度の実
施、適用上の問題点について充分検討がなされていない状況の下で移植し
ていた。そこで、実務上裁判所の裁判官による異なる判断と理解により同
じ類の案件に異なる判決が出ており、当事者適格などをもって議論された
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一、株主総会決議の瑕疵に関する訴え
二、株主帳簿閲覧請求権
三、利益配当請求権の訴え
四、株主の優先買取権の行使
五、株主代表訴訟に関する司法解釈の規定
終わりに
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（１）　『司法解釈四』の第27条では、「本規定は、2017年 9 月 1 日より施行する。本規
定の施行後、審理を終了していない案件については、本規定を適用する。本規定の
施行前に、すでに審理を終えた案件、又は審判監督手続きにより再審した案件は、
本規定を適用しないことにする。」と施行日について規定している。
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案件も少なくなかった。即ち、株主の権利を保護する訴訟制度は株主権利
を保護するための機能を果たしていなかった。こうした状況を踏まえて、
中国最高人民裁判所では、適用上の問題点を解決するために、「会社法司
法解釈」を公表し、更に会社法の各制度の適用上の問題点に照らして「指
導判例」及び「裁判規則」も公表している。本稿では「会社法司法解釈
四」のみを取上げて検討し、その他については稿を改めて検討することに
する。
Shareholders’ Litigation right in China According to the Judicial 
Interpretation IV of Company Law
In this paper, the author will introduce the background and contents of 
the judicial interpretation IV of Company Law based on the topics like the 
litigious rights of shareholders in the application of Company Law in 
China. According to the revision of the Chinese Company Law in 2005, 
the legislators have not sufficiently examined the applicable background 
and problems of foreign regulations which are used for reference in the 
amendment of Chinese Company Law. Therefore, Chinese judges may 
give different judgement even in similar cases and there are few cases 
discussing about the litigious abilities and qualification of the parties 
involved. As a consequence, the purpose to protect shareholders’ litigious 
rights and benefits of the Company Law is not well fulfilled. In order to 
tackle problems like this, the Supreme Court of China has publicized the 
judicial interpretation IV of Company Law. In the interpretation, the 
Supreme Court has specified some guidance cases and principles for 
problems associated with the application of the Company Law. To help 
readers to understand the judicial interpretation mentioned above, the 
author will write in details for its background and relative principles 
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hereinafter.
はじめに
　少数株主の権利を保護するために、2005年の『中国会社法
（２）
』は、株主総
会への出席、株主による役員の選解任権（累積投票制度の導入を含む）、株
主総会の招集権、株主提案権、株主の買取請求権、帳簿閲覧権、株主総会
決議の瑕疵に関する無効・取消の訴え、株主代表訴訟、利益配当請求権、
株主の優先買取権、新株引受権、株主による会社解散の訴え
（３）
などについて
規定している。しかし、株主が訴権を行使して自己の権利を保護しようと
する時に、訴訟における原告、被告の適格について明確に規定しておら
ず、制度がうまく機能しなかったので、株主の権利保護の実を上げること
ができなかった。そこで、近時適用上において生じた問題点に照らして、
中国最高人民裁判所では2017年に「会社法司法解釈
（４）
四（以下「司法解釈四」
（２）　上村達男（陳景善訳）『会社法改革─公開株式会社法の構想（中国版）』（法
律出版社、2015年版）端書参照。『中国会社法』は1993年に制定されているが、当
初草案検討段階で、早稲田大学の酒巻俊雄教授らが立法支援を行った経緯がある。
その後、2005年に抜本的な改正が行われているが、早稲田大学の上村達男教授が拠
点リーダーとして文部科学省から受けた21世紀 COE（Center of Excellence）及び
グローバル COE プログラム一環として、当初中国証券法、会社法、独禁法、水質
汚染法、大気汚染関係法、保険法、知財関係法、国家賠償法、地震関係法等の分野
で立法支援を行い、中国の現行会社法は、2005年改正の成果である。その後、2013
年に改正があったが、最低資本金制度の廃止、全額払込制度を分割払込制度に改正
するなど若干の改正が行われている。
（３）　趙旭東（陳景善、荻原正訳）：『中国会社法』（成文堂、2013年版）363頁以下参
照。
（４）　司法解釈とは、最高裁判所が法適用について司法の視点から法的解釈を行うこ
とである。全称は、「最高人民裁判所（中国語では裁判所を「法院」という）によ
る000法の執行に関わる若干問題に関する意見」であり、これは各地方裁判所の裁
判について拘束力があり、法的効力もあり、案件処理に関する根拠規定となる。中
国の『立法法』では、立法機関が最高人民裁判所に司法適用上の問題について解釈
権限を授権しているという規定が置かれている。
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と略す）」を公表している。司法解釈四においては、株主総会決議に瑕疵
がある場合、2005年『中国会社法』で規定している決議無効と取消訴訟以
外に決議不存在訴訟を追加し、其々の訴訟における原告、被告など当事者
について明確に規定している。また、株主代表訴訟における原告、被告、
第三者などについても明確に規定し、株主の利益配当請求権に関わる訴え
を新設し、株主の帳簿閲覧権における閲覧できる範囲、会社の経営活動の
保護と株主の情報の非対称性による帳簿閲覧請求権の保証をはかってお
り、株式譲渡時における株主の優先買取権の適用についても明確に規定し
ている。本稿では、司法解釈四の規定を取り上げ、これらの規定の適用上
の問題点に照らして、中国会社法の今後の改正の方向性について検討する
こととする。
一、株主総会決議の瑕疵に関する訴え
　2005年の『中国会社法』第22条では株主総会
（５）
決議取消、無効訴訟に関
する定めを置いている。当該制度の実施において、総会決議有効訴訟の案
件も出ており、また決議不存在訴訟が最も適切であるのに、制度上決議無
効と取消の訴訟しかないため、決議不存在の場合について適用上様々な問
題が生じていた。司法解釈四の草案段階においても、一部の会社法学者よ
り株主総会決議有効の訴訟も取入れるべきであるとの主張があった
（６）
。但
し、同制度は資本多数決の下での少数株主の権利保護のために設けた制度
なので、支配株主による株主総会決議の有効を確認する決議有効訴訟
（７）
とは
異なっている。そこで、株主総会決議有効の訴訟と無効・取消・不存在訴
（５）　中国『会社法』では有限会社は「株主会」、株式会社では「株主総会」と称し
ているが、本稿では「株主総会」に名称を統一する。
（６）　石少侠「会社法司法解釈四の若干的問題に関する理解と評釈」当代法学2017年
第 6 期参照。
（７）　陳景善、王軍、呉日焕編『商法判例演習』（中国政法大学出版社、2013年版）
172頁参照。江蘇省徐州市中級人民裁判所（2010）徐民終字第1505号民事判決文。
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訟は、訴訟上性質が異なるので司法解釈四の最終稿では削除されている。
（一）株主総会決議の瑕疵に関する原告適格
1 ．株主総会決議不存在訴訟の原告
　司法解釈四の第 1 条から第 6 条までは、会社の決議の効力について規定
している。この度、司法解釈四では、決議不存在（中国語原語：「不成立、
以下条文の引用においては原語を使用する」）に関する規定を新設し、各訴訟
類型における原告、被告、第三者、利害関係者の位置づけなど当事者適格
について規定している。
　司法解釈四の第 1 条、第 2 条においては、「決議の瑕疵に関する訴訟類
型及び原告の適格について規定している。会社の株主、取締役、監査役等
は株主総会、取締役会決議が無効または不成立する場合、人民法院は法に
より受理しなければならない。」と規定している。こうして第 1 条におい
て、株主総会決議の不存在という類型を追加し、総会決議無効と不存在の
訴訟における原告を株主、取締役と監査役として明確に規定しているが、
「等」という包括的な規定を置いてある。
2 ．株主総会決議取消訴訟の原告
　司法解釈四の第 2 条においては、決議取消訴訟における原告の適格につ
いて規定している。同条では、「株主総会、取締役会決議取消の原告は、
提訴時の株主でなければならない。」と定めている。同条では、決議取消
訴訟の原告を株主のみに限定している。同規定を巡っては二つの異なる意
見があり、一つは原告を株主に限定しようとし、もう一つは株主、取締
役、監査役にしようとする意見であった
（８）
。日本の会社法では、決議無効の
確認の訴えの提訴権者については何らの制限もなく
（９）
、決議取消の訴えにお
（８）　杜万華編『最高人民法院会社法司法解釈四の理解と適用』（人民法院出版社、
2017版）56頁。
（９）　江頭憲治郎『株式会社法（第 7 版）』（有斐閣、2017年）376頁。
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いては、中国の無効訴訟と同様提訴権者を株主、取締役（清算人）、執行
役または監査役のみが有すると規定している（831条 1 項）。『司法解釈四』
の第 2 条は、会社法第22条
（10）
に関する解釈であり、立法機関
（11）
が制定した法規
定の範囲を超えて司法機関が解釈してはならないので、決議取消の原告を
株主に限定したものである。株主総会決議無効、決議不存在の原告適格に
ついて異なる見解が存在していた。一方では、『中国会社法』では決議無
効について何らの制限規定もおいていないので、決議不存在の訴えにおい
ても濫訴さえ防止できれば、会社の決議と直接利害関係がある者を提訴権
者とすることができるとの主張があった。もう一つの見解は、会社の決議
は会社の内部の経営管理等に関わる事項であるので、株主、取締役、監査
役のみが決議の効力確認の訴えを提起することができると定めなければな
らないと主張し、会社外部の他の利害関係者は会社との契約関係又は他の
法律関係に基づいて異なる訴訟で損害を受けた権利を救済することができ
ると主張した
（12）
。最高人民裁判所は第二の見解を採択し、前述した原告以外
に「等」という包括的な文言を入れて、今後の裁判において裁量の余地を
残してある。
（二）決議取消訴訟における被告
　司法解釈四の第 3 条では、「原告が株主総会決議、取締役会決議不成立、
決議の無効または取消の確認を請求する場合、会社を被告とする。」と定
めている。決議に関わるその他の利害関係者は、訴訟上第三者にすること
が可能となる。一審法廷弁論段階が終了する前に、原告の資格を有する他
の者が同様の訴訟請求をもって訴訟参加の申立をした場合は、共同原告と
（10）　『中国会社法』第22条は、「株主会又は株主総会、取締役会の会議の招集手続
き、議決方式が法律、行政法規又は会社定款、または決議決議内容が定款に違反し
た場合、株主は決議をした日より60日以内に人民裁判所に決議取消の訴えを提起
することができる。」と規定している。
（11）　立法機関：全国人民代表大会及び全人代工作委員会。
（12）　杜万華編・前掲注 8 ・51頁。
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して列挙することができる。」と規定している。同条において、被告、第
三者、共同原告について明確に定めている。その内、会社を被告とするこ
とについては、実は地方裁判所による異なる審理意見があったので、各地
方の高級裁判所では地方裁判所
（13）
に「指導意見」を出している。但し、地方
の指導意見はその地方に限定して効力が生じるので、今回司法解釈四にお
いて明確に会社を被告とするという規定を設けて統一している。例えば、
上海市高級人民裁判所が2003年に公表した「会社の訴訟案件に関わる若干
問題に関する処理意見（一）
（14）
」の第 2 条では、株主が株主総会決議無効を
訴え、且つ損害賠償責任を追及する訴訟案件において訴訟の当事者を如何
に確定するかの問題について規定している。同条によると「株主総会決議
は、会社の権利機関の意思表示であるので、会社を代表する決議行為であ
り、その法的効果は会社が負うものとする。そこで、これらの案件におい
て会社を被告とする。原告が被告の当事者適格をもって異議申立をした場
合、裁判所は原告に変更するように通知しなければならない。原告が変更
しない場合、原告の訴えを却下することにする。」と定めている。北京市
高級人民裁判所が2004年に公表した「会社の紛争案件に関わる若干問題
に関する指導意見」第 3 条においては、「株主総会、取締役会の決議の瑕
疵に関わる訴訟で株主総会決議、取締役会決議の取消を請求した場合、株
主総会は会社の権利機関であり、会社を代表して法定の権利及び会社の定
款が定めた権利を行使し、取締役会は会社の業務執行機関であるので、株
主総会、取締役会の招集及び決議のいずれも会社という法人の行為であ
り、これらの訴訟では会社を被告とする。当該決議により財産的利益を得
た当事者は共同の被告または第三者とする。」と規定している
（15）
。山東省高
級人民法院が2007年に公表した「会社の紛争案件に関わる若干問題に関す
（13）　中国の裁判所は、各市の区に一審を受理する「地方裁判所」、各市級に二審を
受理する「中級裁判所」、その上に省級の「高級裁判所」がある。「中級裁判所」が
受理する一審案件の場合、二審裁判所は高級裁判所となる。
（14）　上海高級人民裁判所（原語：「沪高法発」）「2003」216号令。
（15）　2004年 2 月 9 日北京市高級人民法院審判委員会第116回会議において成立。
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る意見」の第56条では、「株主、取締役、監査役が株主総会、取締役会決
議無効又は消の訴えをした場合、会社を被告とする。会社の法定代表者が
会社の株主総会、取締役会決議無効又は取消の訴えをした場合、会社は当
該決議の効力を認めた他の株主、取締役または監査役を推薦して会社を代
表して訴訟に参加する。」と規定している
（16）
。2012年 3 月 7 日に広東省高級
人民法院は「民商事審判における法適用上の難題に関する回答意見」を公
表し、第11条において「株主総会または取締役会決議は会社の意思を形成
するので、会社の意思とし、株主総会決議無効を確認する訴訟において会
社を被告とする。」と規定した。これらの裁判所の指導意見は、いずれも
決議の瑕疵における被告を会社としているが、上海の高級人民裁判所は被
告不適格に関する異議申立の規定をおいてあり、山東省高級人民裁判所は
法定代表者が決議の効力を否定する場合、被告としての会社を誰が代表す
るかについて規定し、北京市高級人民裁判所は、決議の結果に直接的な利
害関係がある当事者の訴訟適格問題について規定していた。
（三）他の株主の訴訟上の地位
　他の株主の訴訟上の地位についても幾つか異なる意見があった。第一の
意見として、株主総会決議における他の株主も当事者としなければならな
いという主張があった。理由としては、決議に賛成した株主を当事者とせ
ず、会社のみを被告にすると、抗弁に欠ける恐れがあると認識していたの
である。即ち、株主総会決議に賛成している株主と決議の瑕疵に関わって
いる訴訟とは常に密接な関係があり、決議の効力を維持しようとする主張
であった。第二の意見としては、規定を新設して第三者として位置づけよ
うとする主張があった。利害関係がある株主、取締役は第三者として訴訟
に参加し、人民裁判所が職権により株主、取締役を第三者として追加する
ことが望ましいと主張した。その理由は、決議に参加した株主、取締役
は、決議と利害関係があるので、裁判所が事実を調べることに資するため
（16）　山東省高級人民法院（原語：「魯高法発」）「2007」 3 号令。
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である。第三の意見は、原告が会社の法定代表者である場合、被告として
の会社の訴訟地位の認定問題にも関わっていると主張している。第四の意
見は、すでに係争中の案件に訴訟参加した共同の原告にも効力が生じると
主張していた。今回の司法解釈四は第二の意見を採択している。第一の意
見は、株主が訴訟に参加するか否かの自由意思を奪う恐れがあり、第三の
意見の問題は実務上確かに法定代表者が提訴した案件があったが、これは
決議の瑕疵に関する特殊な問題ではなく、他の訴訟においても常にある問
題である。第四の意見は異なる株主による各自の訴訟の請求が異なる場
合、その事由も異なるので一律に共同原告として効力を生じさせることは
適切ではないと判断したからである。
（四）決議の軽微な瑕疵に関する認定
　司法解釈四の第 4 条では、「株主が株主総会、取締役会決議取消の訴え
を提起した場合において、会社法第22条第 2 項の定めに適合するときは、
人民裁判所は支持しなければならない。但し、会議の招集手続又は議決権
の行使に軽微な瑕疵があり、かつ、決議に実質的な影響がないときは、人
民裁判所は支持しないものとする。」と規定している。しかし、軽微につ
いては定めをおいてないので、裁判官の自由裁量に委ねるしかない。手続
上の軽微については、招集手続に関する規定において15日前を14日前にし
たとか、会議の時間が予定した時間より延長されたとか、定款の規定によ
り招集通知を書面で出さなければならないが、実際は電話にて通知を出し
ているなどの状況が実務上軽微として判断されたことがある。但し、重要
なのは、裁判官による自由裁量の判断基準としては、「軽微」かつ「決議
に実質的な影響をしていない」という要件を両方満たさなければならない
ことである。手続上の瑕疵は決議に影響しないが、当該瑕疵により株主の
権利に重大な損害を与える場合、裁判所は原告の訴訟請求を棄却してはな
らないのである
（17）
。
（17）　張凝『日本における株主総会制度の立法、理論と実務』（法律出版社、2009年
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（五）決議不存在の訴え
　司法解釈四の第 5 条では、決議不存在の状況について列挙規定を置いて
いる。「株主総会、取締役会に下記のいずれかの状況がある場合において、
当事者が決議不成立の訴えを提起したときは、人民裁判所は支持しなけれ
ばならない。（ 1 ）会社が会議を招集していない場合、但し、会社法第37
条第 2 項または会社の定款規定により招集する義務を負わない状況におい
て直接決議をし、かつ、株主全員が決議に係る書類に署名、捺印をした場
合（書面決議）を除く。（ 2 ）株主総会で決議事項について決議をしていな
い場合。（ 3 ）株主総会に出席した人数又は株主が保有している議決権が
会社法又は会社の定款で定めた規定に適合していない場合。（ 4 ）株主総
会において決議した結果会社法又は定款の定めた可決割合に達していない
場合。（ 5 ）株主総会決議の不成立に至らしめたその他の状況。決議不存
在確認の訴えの事由について列挙規定と包括規定などを詳しく規定してい
る。同条の規定を新設した理由は、『中国会社法』第22条においては、決
議の成立を前提に決議の無効、決議の取消について規定し、決議が存在し
ない状況については規定していなかったが、実際有限会社の事例では決議
が存在しない場合が多く、それに関する訴訟も少なくなかった。一部の裁
判所は、決議無効をもって決議不存在の場合を救済しようとしたが、決議
無効の事由は法律違反の場合であるので、法律に違反していない場合をカ
バーできていなかった。ただ、原告適格については、決議無効訴訟の原告
と同様の規定を設けている。なお、決議不存在の場合を決議取消訴訟で救
済しようとする場合、手続上の瑕疵または定款違反がないと適用できない
という問題があった。そこで、この度、決議不存在訴訟を新設して上記の
ような問題点を解決しようとしている。
版）505頁。
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（六）取引の安全
　司法解釈四の第 6 条では、「株主総会、取締役会の決議について人民裁
判所により無効又は決議取消確認の判決が下された場合、会社と善意の第
三者が当該決議により形成した民事法律関係は影響を受けないものとす
る。」と規定している。同条は、取引の安全を考慮して、定めた規定であ
る。本条は、株主総会、取締役会の決議が法により取消されているか又は
無効である場合、当該決議により生じた他の法律行為の効力が影響を受け
るか否かについて明確に規定している。決議無効、決議取消の場合、決議
により成立された法律関係の効力について、無効又は取消された決議の内
容は「最初から法的効力を有しない」という語句が草案段階では司法解釈
の内容にあったが、最終的には削除している。同内容については学界でも
実務界でも取引の安全、商法の外観原則に基づいて異議がないので、司法
解釈で規定する必要まではないという共通の認識があったという
（18）
。例え
ば、株主総会により選任された取締役が配当案を作成し、同配当案が取締
役会決議、株主総会決議を通った場合、同決議により行われた配当、会社
の担保提供行為、増資と減資、変更登記に関する決議により会社以外の第
三者と行った各種の取引などがいずれも有効となる。
二、株主帳簿閲覧請求権
　中国の現行会社法第33条、第97条では、有限会社及び株式会社の株主の
帳簿閲覧権について規定し、株主は会社の決議、財務会計報告、会計帳簿
などを閲覧し、謄写する方式で会社の情報を知ることができるし、帳簿閲
覧権が侵害を受けた場合、提訴することができると規定している。実務上
の裁判例をみると、帳簿閲覧請求権に関する事例はほぼ有限会社に集中
し、しかも支配株主の持ち株比率が圧倒的に高い会社において、少数株主
（18）　杜万華編・前掲注 8 ・162頁。
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にとって帳簿を調べる術がないことが常に生じている。帳簿閲覧請求権に
関する訴訟は、少数株主に対する権利救済として用いられている
（19）
。但し、
当該規定が比較的に抽象的で、原則的なものなので、裁判実務上様々な難
題を抱えていた。例えば、株式をすでに譲渡した旧株主は、帳簿閲覧請求
に関する訴訟を継続することができるか否か、会社が株主の「不当な目
的」をどう判断するか、帳簿の閲覧を第三者仲介機構等に委託することが
可能か否か、帳簿閲覧を制限する定款規定の効力に関してどう判断する
か、株主は帳簿データに関わる伝票などまで閲覧できるか否かなどの問題
が生じていた。そこで、司法解釈四の第 7 条から第12条にかけて、株主の
帳簿閲覧請求権の行使について具体的に規定している。
（一）閲覧できる範囲
　司法解釈四の第 7 条では、「株主が、会社法第33条、第97条又は会社の
定款の規定により会社の特定の書類について閲覧又は謄写の請求があった
場合に、人民法院は法により受理しなければならない。会社が前項の規定
により提訴した原告が会社の株主の資格を有していないことを証明した場
合、人民裁判所は却下することができる。但し、原告が株式を保有してい
る間に正当な権益が損害を受けたことを一部証明できる場合、法に基づい
てその株式を保有している期間における会社の特定の書類を閲覧または謄
写の請求をした場合は除く。」と規定している。ここで「特定書類」につ
いて解釈をする必要がある。草案の段階において原始伝票を含めるべきで
あるか否かについて議論があったが、最終版においては削除し、「特定書
類」という語句を使用している。狭義の解釈によると、『中国会社法』第
33条では、株主が閲覧できる範囲を会計帳簿と財務会計報告に限定し、原
始伝票については規定していないので、司法解釈において拡大した解釈を
加えてはならないと主張された
（20）
。また企業会計実務の角度から会社法の立
（19）　李建偉「株主帳簿閲覧権研究」（法律出版社、2018年版） 3 頁参照。
（20）　陳群峰「株主帳簿閲覧権若干法律問題研究」法学雑誌2007年第 6 期。
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法趣旨を分析し、会計帳簿の概念から会計帳票まで含めることができない
という主張もあった
（21）
。広義の解釈によると、株主が会社の経営情報及び財
務情報を十分知り、真実を全面的に知りえる機会を提供できるようにする
ためには、帳簿閲覧権の範囲を会計帳簿のみではなく、原始帳票、伝票、
レシート、契約書、納税申告書、ファックス、電磁記録等も含めなければ
ならないと主張している
（22）
。なお、一部の学者は会社のガバナンスの視点か
ら考慮して、株主が閲覧する範囲に原始伝票を含めるべきであると主張し
ていた
（23）
。会社法上規定が明確ではなかったので、一部の地方裁判所は判決
文に明確に原始伝票を含めると規定し、一部の裁判所は判決文に反対意見
を示していた。いずれにせよ、範囲を限定しすぎると、株主が情報を知る
権利を制限することになるので、株主の権益に影響するだけではなく、投
資の積極性及び市場の健全性にも影響することになる。なお、株式を譲渡
した後の株主の権利保護もはかっていた。つまり、株主が株式を譲渡する
前の期間中における帳簿の閲覧を許すと明確に規定している。本条は、株
主の情報の非対称性の問題を解決し、株主の情報収集権を十分保障しよう
としている。但し、会社の経営の健全性、商業秘密を守る次元から司法解
釈四の第 8 条において株主による不当な目的で帳簿閲覧権を行使するこ
とについて制限する定めを置いてある。
（二）不当な目的に関する認定
　司法解釈四の第 8 条では、株主に不当な目的があると認定した場合、
会社が株主の帳簿閲覧請求を拒むことができると規定している。即ち、
「株主に下記のいずれかの状況があると証拠をもって証明できる場合には、
人民裁判所は会社法第33条第 2 項の規定した「不当な目的」があると認定
（21）　楊路「株主帳簿閲覧権案件に関する若干問題研究」法律適用2007年第 4 期。
（22）　劉向林「株主帳簿閲覧権適用上法律的若干問題研究」集団経済研究2006年第
2 期。
（23）　李建偉『会社訴訟テーマ研究』（中国政法大学出版社、2008年版）305頁。
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することができる。（ 1 ）株主が自ら経営するかまたは他人の経営のため
に、会社の主要な営業業務と実質的に競業する場合、但し、会社の定款に
別段の定めがある場合又は株主全員の賛成によるとし、特別の定めがある
場合は除く。（ 2 ）株主が他人に会社の関連情報を通報するために会社の
会計帳簿を閲覧し、会社の適法な利益に損害を与える恐れがある場合。
（ 3 ）株主が会社に閲覧請求をする前の三年内に会社の会計帳簿の閲覧を
通して他人に関連情報を通報し、会社の適法な利益に損害を与えた場合。
（ 4 ）株主に不当な目的があると認められたその他の状況。」と規定してい
る。同規定は、株主の情報収集権の保障と会社の競争秩序の維持に係る条
文である。本解釈が公表される前に、実務上株主と会社の間で競争関係が
存在する場合、会社が株主の帳簿閲覧を拒むことを認める判決も出てい
た
（24）
。同規定は、過去の判決に基づいて、日本などの諸外国の規定を参考に
して制定されたものである。
（三）定款自治による帳簿閲覧請求権の「剥奪」
　司法解釈四の第 9 条では、「会社の定款、株主間協議等において会社法
第33条、第97条に定められた株主による会社の書類の閲覧または謄写の権
利を実質的に奪い、会社がこれを理由に株主の閲覧または謄写を拒む場合
には、人民裁判所は支持しないものとする。」と規定している。当該規定
は、「実質的に奪い」という文言を入れているが、定款と株主間協議は株
主の自由意思に基づく意思表示であり、株主間において効力があるが、会
社はそれを理由に反対することができないとしている。同条文について
は、株主が会社の定款、株式間協議において株主の帳簿閲覧権を制限する
ことができるという理解と、司法の審査によりその適法性と合理性を判断
することと理解できる
（25）
。各省の高級裁判所の「審判指導意見」を見ると、
（24）　北京市第一中級裁判所（2009）一中民終字第10713号判決文。
（25）　李建偉「実質的剥奪による株主の帳簿閲覧権に関する会社意思効力に関する研
究」中外法学2018年第 5 期参照。
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株主の帳簿閲覧権を制限する会社意思の効力を否定している。例えば、
「山東省高級人民法院による会社紛争案件若干問題に関する意見」第65条
では「会社の定款において株主が会社の書類を閲覧してはならないという
規定を置いた場合、無効である」とし、「江蘇省高級人民裁判所による会
社紛争案件審理における若干問題に関する意見」第68条においても同様
に「会社の定款において株主が会社の書類を閲覧してはならないという規
定を置いた場合、無効である」としている。「江西省高級人民法院による
会社紛争案件審理における若干問題に関する意見」第54条でも同じく「会
社の定款において株主が会社の書類を閲覧してはならないという規定を置
いた場合、無効である」としている。なお、『上海市高級人民裁判所によ
る株主が会社に対して帳簿閲覧権を行使することに関する紛争案件におけ
る若干問題回答（2005年）』において、「有限会社の株主が会社の会計帳簿
について閲覧権を行使する場合、一定の比率による制限規定を置くことが
できるか」に関する質問について、「会計帳簿に対する閲覧権は株主の重
要な権利の一つとして、有限会社は閉鎖型会社であり、株主の人数も少な
く、少数株主の利益保護から考慮して、会計帳簿閲覧権を行使する株主の
株式の保有率について制限規定を置くのは適切ではない」と回答し、単独
株主権として規程している。裁判実務をみると、帳簿閲覧権は株主の固有
権であるので奪うことができないと裁判上ほぼ意見が一致している。
（四）第三者による補助的閲覧
　司法解釈四の第10条では、「人民裁判所が、株主による会社の特定書類
の閲覧又は謄写に関わる案件を審理する場合において、原告の訴訟請求を
支持したときは、判決において会社の特定書類の閲覧または謄写する時
間、場所又は特定書類のリストを明確に記載しなければならない。株主が
法により効力が生じた判決に基づいて会社の書類を閲覧する場合、当該株
主がその場にいる状況の下で、会計士、弁護士などに法により又は業務行
為規則により秘密保守義務を守ることを前提に仲介機構の就業者が補助的
618　　早法 94 巻 3 号（2019）
に権利を行使することができる。」と規定した。同規定は、かなり合理的
なように思われる。会社の株主は会計の専門家ではないので、会計帳簿に
ついてよく理解していないのが事実である。確実に株主の権利を保護する
ために、第三者の能力を借りることができるが、これにはコストもかか
る。
（五）会社の商業秘密の保護
　司法解釈四の第11条では、「株主が帳簿閲覧請求権を行使した後、会社
の商業秘密を漏らし、会社の適法な権利に損害を与えた場合において、会
社が当該株主に損害賠償の請求をしたときは、人民裁判所は支持しなけれ
ばならない。本司法解釈第10条に基づいて株主が会社の書類を閲覧する場
合に、補助をした会計士、弁護士等が会社の商業秘密を漏らし会社の適法
な権利に損害を与えた場合、会社が関わる者に損害賠償の請求をすると、
人民裁判所は支持しなければならない。」と規定している。前述したよう
に、『中国会社法』及び『司法解釈四』の規定に基づいて株主が帳簿閲覧
権を行使する場合には、会社の商業秘密を守らなければならないが、会社
の原始伝票などには会社の仕入先、価格などの情報が記載されているの
で、この度司法解釈四では損害賠償責任を規定して商業秘密を守らないこ
とについて規制している。株主帳簿閲覧請求権の濫用を防止しようとする
ことにその目的がある。
（六）帳簿作成義務と責任
　司法解釈四の第12条では、「会社の取締役、高級管理職
（26）
等が法により職
責を履行しないことにより会社が会社法第33条、第97条の定めた会社の書
類を作成または保存せず株主に損害を与えた場合において、株主が法によ
り取締役、高級管理職に民事賠償責任を追及したときは、人民裁判所は支
（26）　『中国会社法』第216条では、高級管理職について規定しており、会社の支配
人、財務部の責任者、取締役会の秘書などが含まれている。
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持しなければならない。」と規定している。同規定を制定するときに、株
主の帳簿閲覧権が侵害された場合、直接取締役又は高級管理職に損害賠償
責任を追及できるか否かについては、幾つかの異なる意見があった。ある
見解によれば、これは、会社の内部のガバナンスに関わる問題なので、会
社内部で解決するものであり、会社の直接訴訟で株主の権利を救済するも
のではないと主張された。会社が法により会社の財務書類を会社に備置し
ていない場合、責任追及をどうすべきかについて、『中国会社法』第33条
によると株主の帳簿閲覧権の訴えの被告は会社であるので、こうした責任
を追及するときに、株主は会社を被告としなければならないという主張が
あった。但し、会社が『会社法』、『会計法』の規定により会社の書類、帳
簿などの書類を保存しない場合が実務上多いが、この場合には会社の取締
役、支配株主、高級管理職が責任を負わなければならないのである。実務
上、故意に帳簿を壊すか、隠滅する場合もしばしばある。そこで、情報の
非対称性による少数株主の権利保護のための帳簿閲覧権の行使を妨げた場
合、株主に損害を与えたことを理由に、取締役、高級管理職の責任を追及
する直接訴訟で救済するルートも考えられる。直接訴訟の根拠規定は、
『中国会社法』第152条にある。同条によると、「取締役、高級管理職が法
律、行政法規又は会社の定款に違反して株主の利益に損害を与えた場合、
株主は人民裁判所に提訴することができる。」と規定している。同規定に
よると、原告は株主であり、被告は株主の利益に損害を与えた取締役、高
級管理職である。株主は会社の投資者であるので、自己の適法な権利を守
る権利を有し、損害を受けた場合は自己の権利の救済を求めることができ
る。同152条を根拠として、司法解釈四の第12条における被告は取締役、
高級管理職となり、会社としていない。但し、株主が帳簿閲覧請求権を行
使することができなかったことにより、損害が生じた場合が前提となる。
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三、利益配当請求権の訴え
　『中国会社法』第 4 条
（27）
では、株主の利益配当請求権、残余財産分配請求
権、重大な決議に参加する権利について規定し、第34条
（28）
において有限会社
の利益配当に関する規定を設けており、第166条
（29）
において株式会社の利益
配当に関する規定を置いている。これらの規定に基づいて、会社は欠損を
補い、税引き後の利益を配当するが、定款において定めがある場合は出資
比率によらず配当することができる。しかし、実務上、多くの会社は配当
をしないので、配当請求権に関する訴えが増えていた。特に、上場会社
も、利益配当をしなかったので、中国証券監督管理委員会では2004年に
「社会の公衆株を保有している株主の権益を保護することに関する若干問
題」、2012年には「上場会社の現金配当の関連事項に関する通知」、2015年
には「上場会社の合併、再編、現金配当及び自己株式取得に関する通知」
などを公表して、利益配当を行うように規制しているが、効果が明らかで
はなかった。実務上、大株主が少数株主の利益配当請求権を実質的に奪う
ことが多かった。そこで、少数株主の利益配当請求権を保障するために、
司法解釈四において、株主が利益配当請求権を行使できるように、具体的
に規定することになった
（30）
。
（27）　『中国会社法』第 4 条は、「会社の株主は、法により資産収益を享有し、重大な
決議に参加するとともに管理者を選択するなどの権利を有する」と規定している。
（28）　『中国会社法』第34条は、「株主は実際払い込んだ出資比率により配当を受け
る。会社が新たに増資する場合、株主は実際に払い込んだ出資比率により優先的に
新株引受権を行使して出資することができる。但し、株主全員により約定した出資
比率により配当を受けない場合又は出資比率により優先的に新株引受権を行使しな
いときは、この限りでない。」
（29）　『中国会社法』第166条は「会社は当該年度の税引き後の利益から10％を控除し
て法定準備金に組み込まなければならない。法定準備金が累計して会社の登録資本
金の50％以上である場合には、これを要しない。法定準備金をもって前年度の欠損
を補うことができない場合、法定準備金を控除する前に、当年度の利益をもって欠
損を補わなければならない。」
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（一）利益配当請求権訴えの当事者
　司法解釈四の第13条では、「株主が会社に利益配当を求めて訴えた案件
については、会社を被告としなければならない。一審の法廷弁論が終結す
る前に、他の株主が同一の配当請求により利益配当を請求し、かつ、訴訟
に参加した場合には、共同原告としなければならない。」と規定している。
本条では、明確に会社を被告とし、その他の株主が訴訟に参加する場合共
同原告とすると規定している。利益配当請求権は単独株主権として、株主
であれば請求できる。前述したように、株主は出資額と出資比率により利
益配当の請求をし、会社の定款において特別の定めをすることもできる。
即ち、会社がいつ、如何に配当するかは会社の定款における自治事項であ
る。利益配当は、取締役会が配当案を作成し、株主総会の認可を経て承認
される会社の自治事項であるが、これを強制的に訴えることは望ましくな
い。しかし、支配株主が配当せず、少数株主の権益に損害を与える事例が
多く存在したので、利益配当請求権に関わる訴えを新設したのである。最
高人民裁判所のサイトからみると、2000年代に利益配当に関する案件の事
由は「会社の剰余金分配請求権紛争」となっており
（31）
、2008年からは「会社
剰余金分配紛争」と変更されている。「中国裁判文書サイト
（32）
」の判決文を
みると、2016年 8 月まで公表された事件が1,170件となり、その内裁判所が
決定を出したのが合計約590件であり、判決が出ているのが580件である。
決定を出した案件をみると、訴訟申立の撤回、管轄権異議または棄却など
に分けられている。有限会社の配当案が合計450件であり、主に配当の主
体に係わる株主資格の認定（匿名株主及び名義株主間による配当の紛争な
（30）　曹興権「非現金方式による配当に関する法規則体系の補充」中国政法大学学報
2018年第 6 期参照。
（31）　最高人民裁判所第二法廷編集『会社案件審判指導』（法律出版社、2014年版）
297頁以下を参照。
（32）　中国裁判文書サイト（中国語原語：「中国裁判文书网」）wenshu.court.gov.
cn,2018年12月 7 日訪問。
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ど）、株主間の配当比率不公平による問題などの紛争が集中してあった。
（二）訴訟の事由
　司法解釈四の第14条では、「株主が具体的な配当案を明記した株主総会
の有効な決議をもって会社に利益配当の請求をした場合、会社が利益配当
を拒み、かつ、決議を執行できないとする抗弁の理由が成立しない場合、
人民裁判所は会社の明記した具体的な案により株主に利益配当をするよう
に判決を下さなければならない。」と規定している。同条の根拠規定は、
前述した『中国会社法』第 4 条にある。第 4 条により株主は明らかに利益
配当請求権を有し、利益配当に関する株主総会決議が有効であって、株主
が具体的に利益配当請求権を取得した場合に同条文を適用することができ
る。具体的な利益配当の決議があったにも関わらず会社が何らかの理由で
配当しなかったことについて訴えをすることができるという規定である。
同規定を制定する際、肯定説と否定説があった。否定説によると、会社が
利益配当の決議をしていない場合、株主は抽象的な配当請求権を有してい
るが、司法手続きにより裁判所が介入するのは適切ではないと主張した。
理由としては、利益配当は会社の内部経営決議に関する事項であり、司法
手続きにより裁判所が介入すると会社の自治、株主平等、債権者保護など
に適合しないので、会社の各主体の利益均衡をはかることができないので
ある。肯定説によると、会社が長期的に利益配当をしないと中小株主の利
益に損害を与えるので、司法手続きにより裁判所が適切に介入しなければ
ならないと主張している。理由としては、会社自治は限界があるので、会
社の正義原則に違反するときに司法が介入しなければならないと主張して
いる。結局、司法解釈において利益配当請求権の訴えを設けているが、実
務上裁判所はその給付について判決を下すか、それとも利益配当に関する
株主総会決議有効の確定判決を下すかについても異なる意見があった。実
務上、会社は株主総会を開いたこともなく、利益配当についてはまったく
触れていない場合又は株主総会決議において利益配当の議題を論じたこと
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がない場合、一部の裁判所は株主の利益配当請求権に基づいて強制的に配
当請求権を行使することを支持している
（33）
。また、一部の裁判所では株主総
会による利益配当の決定権を尊重し、強制的に配当請求権を支持し、一部
の裁判所は利益配当請求権に関する訴訟を受理しているが、直接に配当判
決をせず、会社に株主総会を開いて利益配当事項を決議するように判決を
出している。なお、一部は裁判所が紛争を受理して、双方の当事者が条件
付きで配当を行うようにしている
（34）
。また一部の学者の統計によると、裁判
所が株主の訴えを支持しなかった理由は、明確な法的根拠がないか、司法
権をもって過度に会社の自治事項に介入しない方が適切であると判断した
か、大株主が少数株主を騙すことについて十分な証拠を提供できなかった
場合、代替的な措置を講じた場合、あるいは会社内部のその他の救済手段
を使いこなしていないなどの場合がある
（35）
。司法解釈四の第15条では、「株
主が具体的な利益配当案を明記している株主総会決議を提出せず会社に利
益配当の請求をした場合、人民裁判所はその訴訟請求を棄却する。但し、
法規定に違反して株主の権利を濫用して、会社が利益を配当できないよう
にして他の株主に損害を与えたときは、この限りでない。」と規定してい
る。本条は、会社が利益配当について決議をせず又は利益配当をしない決
議をした場合、株主は裁判所に利益配当請求の訴えをすることができるか
否かに関することについて、会社、株主、経営者の経営判断を尊重するも
のであり、同時に例外規定を設けている。本条の配当請求権は株主平等原
則によるものであり、『中国会社法』第20条に規定した株主は権利を濫用
して他の株主の利益に損害を与えてはならないとする規定に法的根拠をお
いている。
（33）　北京市西城区人民裁判所（2014）西民（商）初字第23223号民事決定書；広東
省江門市中級人民裁判所（2015）江中法民二終字第154豪民事判決；北京市第三中
級人民裁判所（2015）三中民（商）終字第00947号民事決定書等。
（34）　杜万華・前掲注 8 ・314頁参照
（35）　宋亦淼「株主の剰余配当請求権の司法救済研究」河北青年管理幹部学院学報
2016年第 6 期。
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四、株主の優先買取権の行使
　『中国会社法』第71条では、有限会社における株式の譲渡について規定
している。同71条第 1 項によると、会社の内部で株式を譲渡する場合は自
由であるが、第三者に譲渡する場合は他の株主の半数以上の同意が必要と
なり、同等の条件の下で他の株主は優先買取権を有すると規定し、更に第
4 項において株式の譲渡について定款に特別の定めがある場合は除く。」
と規定している。本条において、実務上最も適用上の問題が生じたのは、
優先買取権の行使に関する規定である。
（一）株式の相続における優先買取権の排除
　司法解釈四の第16条では、「有限会社の自然人株主が相続により変化が
生じ、その他の株主が会社法第71条第 3 項の規定により優先買取権を行使
した場合、人民裁判所は支持しないものとする。但し、会社の定款に別段
の定めがある場合又は株主全員による特別の定めがある場合は、この限り
でない。」と規定している。同条は、『中国会社法』第71条における優先買
取権、第75条における株式の相続に関する規定についての解釈となる。相
続における優先買取権の排除規定であるが、別段の定めがある場合は除く
という規定を設けて株主の意思自治を尊重している。
（二）株式譲渡における株主の同意権
　司法解釈四の第17条では、「有限会社の株主は株主以外の者に株式を譲
渡する場合、その株式譲渡の事項を書面又は受け取ることが可能な他の合
理的な方式で通知し、他の株主の同意を求めなければならない。他の株主
の半数以上が株式の譲渡に同意しない場合において、同意しなかった株主
がその譲渡する株式を買取らないときは、人民裁判所は、譲渡に同意する
ことと見なす。株主の同意を経て株式を譲渡する場合、同等の条件の下
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で、譲渡する株主以外の他の株主が優先的に買取することを主張した場
合、人民裁判所は支持しなければならない。但し、譲渡する株主が本司法
解釈第20条の規定により譲渡を放棄した場合は、この限りでない。」と規
定している。本条は第三者に譲渡する場合、会社法上他の株主の同意を得
ると規定した第71条第 2 項の規定に関する解釈であり、他の株主の意思表
示が明確でない場合、購入するか否かの実質的な判断基準をもって同意す
ることとみなしている。株主が株式譲渡を通して市場から撤退できるよう
に保証する一つの有効な措置とも理解することができる。
（三）優先買取権の行使条件
1 ．同等な条件
　司法解釈四の第18条では、「人民裁判所は、会社法第71条第 3 項の規定
及び本司法解釈にいう「同等な条件」を判断する場合、株式を譲渡する
数、価格、支払方式及び期間等の要素を考慮しなければならない。」と規
定している。株式の譲渡は、株式価値の最大化を実現することにその目的
があるが、優先買取権に関する制度は実際、株主の自由譲渡を制限し、契
約当事者の契約の自由を制限することにもなる。譲渡側株主の利益に損害
を与えないために、優先買取権を行使するときに、第三者の買取条件と
「同等条件」という規定を設けている。同等の条件については絶対的同等
条件を満たすべきとの絶対説と相対的に同等であればよいとの相対説があ
るが
（36）
、絶対説は株主の優先買取権を制限することになるので、同司法解釈
では相対説をとっており、株主の優先買取権を充分保証するようにしてい
る。
2 ．行使期間
　司法解釈四の第19条では、「有限会社の株主が優先買取権を主張する場
合、譲渡の通知を受け取った後、会社の定款の定めた行使期間内に買取の
（36）　趙旭東「会社の株主による優先買取権の司法裁判とその効力認定」中国審判
2017年第26期。
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請求をしなければならない。会社の定款に行使期間がない場合又は定めが
不明確である場合においては、通知において確定した期間を基準とし、通
知に確定した期間が30日に満たない場合又は行使期間が明確でない場合に
おいては、行使期間を30日とする。」と規定している。同条は、有限会社
の株主が優先買取権を行使する期間に関する規定である。『中国会社法』
第71条第 4 項では、「会社の定款に株式譲渡に関する別段の定めがある場
合はその規定に従う。」と規定しているので、譲渡における株主の自由意
思を尊重しなければならない。なお、同条の第 2 項においては半数以上の
株主が譲渡に同意しない場合、同意しない株主が購入する期間を30日と
し、同意しない株主が株式を買うか否かについては、優先買取権の行使と
同様に「同等の条件」の下での購入が必要条件となるので、優先買取権の
最低限の行使期間を30日とした。同条第 3 項においては、優先買取権の行
使について規定し、また同条第 2 項では、「書面通知」を出した日より30
日以内に優先買取権を行使する意思表示をしなければならないと規定して
いる。但し、同「書面通知」では、株式を譲渡する意思表示をし、具体的
に譲渡の数、価格、支払方式、支払時間などについて説明していない場
合、優先買取権の行使に影響する場合がある。そこで、上記の司法解釈第
17条では、通知に必ず「同等の条件」を示すように規定している。これら
の規定に基づいて、行使期間の起算点は「書面通知」を出した時間からは
じまるのである。また、優先買取権の行使時に明確に買取の意思表示を
し、特定期間内に行使し、優先買取権行使の期間を確定しなければならな
い。優先買取権行使の意思表示について書面か口頭かについて規定をおい
ていないが、明確にするためには、書面でした方が確実である。明確でな
い場合、譲渡側株主と第三者の取引安全に損害を与える恐れがあるので、
買取の請求、行使の意思表示を明確にする必要性がある。また同司法解釈
第19条では30日という最低限の期間を定め、株主の優先買取権を保護した
だけではなく、取引における時間的コストも考慮している。同規定では商
業判断、商業機会も考慮しているが、勿論株主間の約定があれば、定款の
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定めた期間を基準とすることができる。
（四）株式譲渡における譲渡側株主の撤回権
　司法解釈四の第20条では、「有限会社において株式を譲渡する株主は、
他の株主により優先買取権の請求があった後に、株式の譲渡をしないと決
めた場合、他の株主の優先買取権の主張を人民裁判所は支持しないものと
する。但し、会社の定款に別段の定めがある場合又は株主全員による特別
の定めがある場合は、この限りでない。他の株主が優先買取権を主張して
受けた合理的な損失を賠償することについて、人民裁判所は支持する。」
と規定している。株式の譲渡における譲渡側株主の撤回権について規定し
ている。当該規定は、私法の自由自治原則に基づいて、私権を尊重する角
度から譲渡側株主の撤回権を認めることになった。
　同規定を制定する前に撤回権については、様々な異なる観点があった。
一つの観点は、譲渡側株主が譲渡しないとした場合において、他の株主が
優先買取権を行使したとき、裁判所は当該他の株主の優先買取権の行使を
認めるべきであると主張した。理由としては、優先買取権は、形成権であ
るので、譲渡側が第三者に株式を譲渡する場合に、優先買取権者が権利行
使をするときは、優先買取権者が第三者と同等の条件で購入することで権
利を行使することができると主張し、譲渡側の同意を得る必要がないとし
ている。もう一つの観点は、優先買取権の行使を認めるべきではないと主
張している。主な理由は、譲渡側株主と譲受側が譲渡契約を締結する前は
契約が成立していないので、譲渡側は譲渡を放棄することができると主張
している
（37）
。本条では後者の観点を採択し、明確に放棄できると規定し、こ
れにより損害が生じ、他の株主が損害賠償の訴えをした場合は、譲渡側株
主は損害賠償の責任を負うことになる。但し、ここで生じる問題は仮に会
社の定款において、「放棄」できないような定めがある場合と株主全員に
（37）　趙旭東「会社法司法解釈四の解読─優先買取権の変化」人民法院報2017年10
月20日報道参照。
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よる「放棄」を許さない約定をした場合も考慮する必要がある。定款に定
めがある場合、実務上は、他の株主が優先買取権を行使することに関する
書面通知を出した場合、譲渡契約が成立したものと見なしており、二人の
優先買取権者がいる場合、『中国会社法』第71条第 3 項の規定により、協
議して各自の購入比率を確定し、協議できない場合は、各自の出資比率に
より優先買取権を行使するようにする。しかしながら、譲渡側株主もこの
権限を濫用して会社の正常の経営または他の株主の権利行使を妨げてはな
らない。
（五）株式の譲渡における損害賠償
　司法解釈四の第21条では、「有限会社の株主が株主以外の者に株式を譲
渡する場合、その株式の譲渡について他の株主の意見を聴かず又は詐欺、
悪意の通謀等の手段で他の株主の優先買取権に損害を与えた場合におい
て、他の株主が同等の条件で株式を購入しようと主張したときは、人民裁
判所は支持しなければならない。但し、他の株主が優先買取権を行使する
同等の条件を知り又は知るべき日より30日以内に主張しない場合、又は株
式の変更登記をした日より 1 年を超えた場合は、この限りでない。
　前項に規定した他の株主が株式譲渡に関わる契約及び株式移転の効力等
を確認する請求をし、同時に同等の条件により株式を購入することを主張
しなかった場合、人民裁判所は支持しないものとする。但し、他の株主が
自らの責めに帰することができない事由により優先買取権を行使すること
ができず、損害賠償の請求をした場合は、この限りでない。株主以外の株
式の譲受人は、株主が優先買取権を行使することにより契約の目的を実現
することができなかったことを理由として、法により譲渡側株主の民事責
任を追及することができる。」と規定している
（38）
。
　本条は、他の株主の優先買取権が損害を受けた場合に関する救済規定で
（38）　陳景善、王軍、呉日焕編『商法判例演習』（中国政法大学出版社、2013年版）
124頁参照。浙江省杭州市萧山区人民裁判所（2008）萧民初字第3558号民事判決文。
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ある。株式の譲渡において、譲渡側株主と第三者が悪意で通謀し、他の株
主の優先買取権に損害を与えた場合、契約が無効となり、一定の状況の下
では契約は有効となる。理由は、株主による優先買取権行使の目的は、優
先買取権を保護することにより会社内部の信頼関係を優先する必要がある
ためである。但し、「悪意の通謀」をどう認定するかの問題がある。実務
においては、譲渡側株主と第三者が締結した契約において悪意があったか
否かについては、双方が真に契約を履行したか否か、特に価格条件にその
争点がある。例えば、譲渡側が第三者に譲渡する譲渡価格が実際 1 億人民
元である場合、会社内部の他の株主が優先買取権を行使できないように高
い値段で 5 億人民元で譲渡するという表向きの契約を締結して見せかける
案件も出ている。なお、損害賠償請求権行使の期間については、上記の司
法解釈の条文では他の株主が悪意または優先買取権が損害を受けた事実を
知り又は知るべき日より「30日」以内主張し、株式変更登記手続きがあっ
た日より 1 年以内に主張するという規定をおいているが、30日は株式変更
登記手続きをしてない場合を前提としている。変更手続きを行った場合に
は、 1 年以内に損害賠償請求をしなければならない。このように時効を定
めて、取引の安全、会社経営の安定をはかっている。
（六）民事執行手続きにおける「同等条件」の確定
　司法解釈四の第22条では、「競売を通して株主以外の者に有限会社の株
式を譲渡する場合において、中国会社法第71条第 2 項、第 3 項または第72
条の規定する「書面通知」、「通知」、「同等条件」の適用は、これらに関わ
る法規定、司法解釈により確定する。法により設立された財産権取引所に
おいて、有限会社の国有株式を譲渡する場合において、『中国会社法』第
71条第 2 項、第 3 項または第72条の規定する「書面通知」、「通知」、「同等
条件」を適用する場合においては、財産権取引所の取引ルールを参照する
ことができる。」と規定している。同条を制定するときに、其々異なる意
見があった。まずは、競売の原則は「高値」を出した者が落札するもので
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あるが、優先買取権の行使は、「同等の条件」を前提にしているので矛盾
するという主張があった。しかし、こうした観点は正しくないという指摘
があった。『中国競売法』第51条の規定によると、「競売者が応じた最高価
格は、競売師が落槌又は他の公開した意思表示で購入する方式を確認後、
競売の取引が成立する。」と規定している。落札されたら最高値の競売者
が購入者となり株式譲渡契約が成立する一方、優先買取権の行使は、競売
の過程における一つの手続きであり、優先買取権のある株主が競売に参加
する方式で「最高価格」を形成することとなるため、優先買取権と競売は
矛盾しないのである。次に、競売過程における「同等条件」の確認につい
て学界にはいくつかの異なる意見があった。これらの意見としては、 1 ．
競売前に優先買取権者が出せる最高価格を尋ね、かつその最高価格を基準
として購入し、それ以上の高い値段を出す競売者がいなければ優先買取権
者が株式を取得する。 2 ．競売の過程において優先買取権者は最高価格で
目的物を購入しなければならない。 3 ．競売後に競売の最高値で購入する
か否かについて優先買取権者に意見を聴かなければならない。実際、優先
買取権と競売については、最高人民裁判所の『民事実行における財産の競
売、販売に関する規定』の第14条においては優先買取権がある者は競売に
参加できると規定し、同規定の第16条第 1 項においては、優先買取権を行
使する方式について規定している。同条の規定によると、「競売の過程に
おいて、最高価格に応じる者がいる場合、優先買取権者は最高値で購入す
る旨の意思表示をすることができる。それ以上の高値がなければ、優先買
取権者が株式を購入するものとする。それ以上の高値を出す者が現れた場
合、優先買取権者が意思表示をしなければ、最高値を出す競売参加者が株
式を購入するものとする。」とされている。当該規定により、株主が優先
買取権を行使するときには、競売の現場に行く必要があるが、競売の過程
に参加する必要はなく、競売者らが出した最終的な最高値と同等の条件の
下で他の競売者に優先して株式を購入する権限を有すると解釈することが
できる。競売における同等の条件は価格条件であると理解しても過言では
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ないように思われる。
五、株主代表訴訟に関する司法解釈の規定
（一）株主代表訴訟における当事者
　『中国会社法』第150条では、「会社の取締役、監査役、高級管理職が会
社に損害を与えた場合には、その責任を追及することができる。」と規定
し、当該損害を前提に、同法151条において、株主代表訴訟の原告、被告、
代表訴訟を提訴する手続きについて規定している。即ち、有限会社は一株
を保有している株主、株式会社では単独又は合計で 1 ％以上、且つ連続
180日以上株式を保有している株主が、第150条において規定した取締役、
監査役、高級管理職が会社に損害を与えたことを理由として、まず会社に
責任を追及するように請求することができると規定し、30日を超えても会
社が責任を追及しない場合、会社を代表して代表訴訟を提訴することがで
きると規定した。ここまでの規定はほぼ日本法の規定を移殖している。さ
らに、151条第 3 項において、被告の範囲を広げている。その他の者が会
社に損害を与えた場合も上記の訴訟を提起することができるとしており、
ここで他の者とは支配株主または債務者であると解釈している。実務上会
社が債権者として、債務者の債務履行を請求しなかった場合、株主が代表
訴訟を提訴して債権を回収した案件があった。株主代表訴訟の被告の範囲
については、完全にアメリカの制度をそのまま移植していると理解でき
る
（39）
。これらの会社法の規定に基づいて司法解釈第23条、24条では、更に異
なる訴訟状況を勘案して被告、原告、第三者について明確に規定してい
る。司法解釈四の第23条の規定によると、「監査役会または監査役会を設
置しない有限会社の監査役が、会社法第151条第 1 項の規定により取締役、
高級管理職に対して提訴した場合、会社を原告とする。監査役会の主席ま
たは監査役会を設置しない有限会社の監査役は、法により会社を代表して
（39）　劉俊海『現代会社法』（法律出版社、2011年版）参照。
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訴訟に参加する。取締役会または取締役会を設置しない有限会社の執行役
が会社法第151条第 1 項の規定により監査役に対して提訴した場合、又は
会社法第151条第 3 項の規定により他人に提訴した場合、会社を原告とし、
董事長又は執行役が法により会社を代表して訴訟に参加する」と規定し
た。なお司法解釈四の第24条では、「会社法第151条第 1 項の規定した株主
の条件に合致する場合、会社法第151条第 2 項、第 3 項の規定により、取
締役、監査役、高級管理職又は他人に対して提訴した場合、会社は第三者
として訴訟に参加する。一審法廷弁論が終了する前に、会社法第151条第
1 項の規定した条件に合致する他の株主が、同一の訴訟請求で訴訟参加を
申立てる場合には、共同原告とする。」と規定している。これらの規定を
みると、会社が自ら取締役などの責任を追及する直接訴訟の場合、会社は
適格の原告である。会社が訴訟の当事者である場合、会社の董事長または
監査役会（監査役）の主席が会社を代表して訴訟に参加することになる。
同条は、会社の訴訟上の地位、他の株主の訴訟上の地位について規定して
いる。よって、会社の利益も保護し、株主全員の共同の利益も保護する株
主代表訴訟の制度趣旨を実現することができる。会社は独立した請求権を
有するが訴権の行使を懈怠しているので、株主代表訴訟において独立した
請求権がない第三者となる。なお、『中国民事訴訟法』第56条第 2 項では
「非独立請求権者としての第三者は訴訟参加を申立てるか又は裁判所が訴
訟に参加するように通知する。」と規定しているので、会社の訴訟参加権
は保障されている。
（二）訴えの利益の帰属
　司法解釈四の第25条では、「株主が、会社法第151条第 2 項、第 3 項によ
り直接提訴した案件は、勝訴の利益は会社に帰属する。株主が被告に直接
民事責任を追及する場合には、人民裁判所は支持しない。」と規定してい
る。『中国会社法』では勝訴の利益の帰属については何らの規定も置かれ
ていないが、同司法解釈においては明確に規定している。株主は自らの名
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義で提訴しているが、会社の利益に損害を与える行為を対象にしており、
その実質は会社の利益のために提訴するので、会社は実質的な原告であ
り、株主は会社を代表して訴権を行使しているのであって、勝訴の利益は
会社に帰属している。株主代表訴訟においては、通常勝訴、敗訴（一部敗
訴）、和解の三つの結果がある。勝訴した場合の利益が会社に帰属するこ
とについては意見が一致しているが、敗訴した場合については幾つかの異
なる意見があった。一つの見方は、敗訴した場合費用を会社が負担するの
は妥当ではないという主張である。もし敗訴した場合も会社が負担するこ
ととなれば、濫訴のおそれがあるからである。もう一つの見方は、会社が
負担すべきであるというものである。理由は、株主は会社の利益のために
提訴し、株主は名義上の原告であり、実質的な原告は会社であるため、敗
訴した結果による費用の負担も会社がしなければならないというものであ
る。株主が敗訴した原因は様々なので、同司法解釈では、敗訴した場合の
結果については何らの規定もおいていないのである。勝訴した場合の利益
の帰属に関する根拠規定は、前述した『中国会社法』第151条第 2 項、第
3 項にある。また、和解について諸外国の規定をみると、会社または他の
株主の同意が必要であるという規定がある。株主が代表訴訟をする場合、
会社と他の株主には和解案について知る権利と同意権が必要となる。原告
株主と被告は和解協議をし、会社に通知しなければならない。司法解釈の
草案段階では、和解について次のような規定が置かれていた。例えば、
「人民裁判所は、会社法第151条第 2 項、第 3 項の規定により提訴し、当事
者が和解協議をした場合、和解協議に関する株主総会の決議が必要とな
る。但し、定款に別段の定めがある場合は、この限りでない。有限会社が
株主総会決議の結果を提出していない場合には、株主全員の署名、捺印の
ある和解協議書または書面意見を人民裁判所に提出しなければならない。」
と規定してあった。和解に賛成する株主が賛成しない株主の利益に損害を
与える場合もありうるため、多数決にしようとする提案もあった。和解は
自己の意思と適法の原則により行うことができるものであるが、裁判所は
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和解協議について審査する必要があり、適法性を審査しなければならず、
また和解で終了した場合において、会社が和解に参加すると、和解の結果
は会社に帰属することとなる。
（三）訴訟費用
　司法解釈四の第26条では、「会社法第151条第 2 項、第 3 項の規定により
株主が直接提訴した案件は、その訴訟請求の一部または全部が人民法院の
支持を得た場合、会社は株主が訴訟に参加した合理的な費用を支払うもの
とする。」と規定している。同条は、株主代表訴訟において株主が全部ま
たは一部勝訴した場合の費用の負担について規定している。同条では、原
告が公益の目的で
（40）
支払った合理的な費用について補償する原則をとり、同
時に株主による訴権の濫用を防止しようとするものであり、原告が勝訴し
た場合にのみ株主が訴訟で支払った合理的な費用を会社が負担すると規定
し、裁判所がその合理性を審査することになる。合理的費用の分担比率
は、勝訴して訴訟請求が支持を得た比率により確定し、被告が負担する部
分は除かれる。原告は株主代表訴訟を提起すると同時に、会社が合理的な
費用を負担するが、裁判所は、訴訟と合理的費用の負担の審査を分けてし
ても、あるいは併合して審理することも認められ、裁判所は実際の状況に
より判断を行う。その合理的な費用については、実質的な審査を行う。ま
ず訴訟費用については、『中国民事訴訟法』第74条では、「証人が法廷で証
明するために支出した交通費、宿泊費、食事代などに必要な費用及び休暇
をとった場合の損失については、敗訴した当事者が負担するものとする。
当事者が証人を申請した場合には、当事者が立て替えることとする。人民
裁判所が証人に通知した場合、人民裁判所が立て替える。」と規定してい
る。なお、『中国民事訴訟法』第118条では、「当事者が民事訴訟を行う場
合、規定により案件受理費を納める。財産関係の案件は、案件受理費を納
める以外に、規定により訴訟費用を納める。」と規定している。これらの
（40）　江頭憲治郎『株式会社法』（第 7 版）（有斐閣、2017年版）470頁。
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規定によると、訴訟費用には、案件受理費、証人費用などが含まれ、他に
『中国民事訴訟法』第262条で規定した渉外案件に必要とされる翻訳費用
も含まれる。他に、一部の地方法規によると、訴訟費用には鑑定費、会計
監査費用などが含まれることもある。ところで、株主代表訴訟において原
告が勝訴した場合、上記のほとんどの費用を被告が負担し、会社が負担す
る合理的な範囲内に含まれていないのである。また、人民裁判所が認定し
た原告が負担する訴訟費、原告が過度な訴訟請求をして生じた費用は、会
社が負担する合理的費用に含まれていないのである。なお、原告がもし仮
差押、担保などの費用を負担するときには、人民裁判所は原告株主の勝訴
の比率を考慮し、負担する費用を確定する。このようにして、最終的に会
社が負担する金額を決めるのである。次に、弁護士費用についてである
が、弁護士費用が合理的範囲にあるか否かについては、主に『中国弁護士
サービス費用管理方法』により判断する。同管理方法によると、弁護士費
用は、異なるサービス内容によって、件数によってサービス費用を払う場
合、目的物の額により支払う場合、あるいはかかった時間でタイムチャー
ジを取る場合などの方式があるので、これにより費用負担を判断すること
になる。しかし、同司法解釈においては、日本のように訴訟費用の問題を
解決していない。日本の1993年会社法改正のように、訴訟費用を一律8500
円にするなどの措置を講じると株主代表訴訟案件がもっと増え、株主代表
訴訟が実質的に取締役の違法行為抑制機能と損害賠償機能を真に果たすこ
とが期待できる。
終わりに
　本文で述べたように、中国の2005年改正会社法は、諸外国から制度を
移植して株主の権利保護を図っていた。その内、特に訴訟に係る株主権益
救済の制度については、最高人民裁判所では司法解釈、指導判例などの形
式でさらに詳しく規定を設けて、裁判の実務上適用している。例えば、会
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社解散の訴えについては『中国会社法』第181条において原告適格につい
て規定し、「会社法司法解釈二」において具体的に被告を会社として、適
用条件について規定している。「会社法司法解釈三」においては、出資の
瑕疵、出資者と債権者の利益の保護、匿名株主の権利などについて規定
し、「会社法司法解釈四」においては、本文で取り上げた株主総会決議の
瑕疵に関する訴訟形態を整備し、他に利益配当の訴え、株式の譲渡におけ
る優先買取権の行使、株主代表訴訟における当事者の適格、帳簿閲覧権に
ついて詳細に規定している。これをもって裁判の実務上主に問題が生じた
制度を整備し、株主権利保護及び会社のガバナンスに関する紛争が生じた
場合における根拠規定を提供した。会社の自治と司法介入の関係、法律と
会社定款自治、会社の内部機構における権利の行使、第三者に及ぶ効力な
どについて人民裁判所の商事裁判が介入することによって、案件の事実を
明確に調べ、法により当事者の権利を保護し、現行会社法について本格的
に法改正をする前に司法解釈をもって制度がその救済機能を果たすように
している。なお、今回「会社法司法解釈四」においては、会社の内部関係
と外部関係、市場取引の秩序についても利益考量を図っている。内部関係
というのは、株主と株主、株主と会社、取締役、監査役と株主の間、取締
役と監査役と会社間の関係であり、外部関係というのは、取引を基本とす
る商事関係である。「会社法司法解釈四」において非常に遺憾に思うのは、
株主代表訴訟に関する規定で元々二重代表訴訟を設ける予定であったが、
最終稿で削除したことである。
　今後、前述した関係において損害が生じ、紛争が生じたときに、司法を
もって株主の権利を保護することによって、商事秩序をある程度保障して
行くことができるのであるが、これらの規定を今後の会社法の改正でさら
に整備して行く必要がある。
